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５　居宅介護支援事業者調査

（１）事業所の活動状況

①　組織の形態（問２－①）

組織形態は、「株式会社（31.7％）」が最も多く、「社会福祉法人（19.5％）」「医療法人（19.5％）」、「有限会社(14.6％)」が続いている（図表５－１－１）。

図表５－１－１　組織の形態（全体）

[image: image1.emf]事業所全体(N39)
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②　併設する事業所の種類（問２－②）

併設する事業所の種類は、「訪問介護（56.1％）」が最も多く、「在宅介護支援センター（22.0％）」、「通所介護（14.6％）」「訪問看護（14.6％）」「短期入所生活・療養介護（14.6％）」「介護老人福祉施設（14.6％）」が続いている（図表５－１－２）。
図表５－１－２　併設する事業所の種類（全体：複数回答）
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③　職員・スタッフの人数（非常勤は常勤換算）（問２－③）

職員・スタッフの人数は、介護支援専門員の常勤は平均2.21人、非常勤は、平均0.51人である。そのうち専従は常勤が平均0.25人、非常勤が平均1.39人で、兼任は常勤が平均0.33人、非常勤が平均1.02人である。
事務管理者は、常勤が平均0.52人で、非常勤が平均0.06人である（図表５－１－３）。
図表５－１－３　職員・スタッフの人数（全体）
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④　職員の資格の所持者（問２－④）

職員の資格の所持者は、常勤全体では「介護福祉士（平均1.90人）」が最も多く、「ホームヘルパー2級（平均0.55人）」、「社会福祉士（平均0.45人）」が続いている。非常勤全体では「ホームヘルパー2級（平均1.50人）」が最も多く、「介護福祉士（平均0.69人）」、「保健師・看護師（平均0.15人）」が続いている。医師、管理栄養士・栄養士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の資格保持者はいない（図表５－１－４）。
図表５－１－４　職員の資格（全体）
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（２）事業の状況

①　ケアプランの給付管理件数（平成19年３月現在）（問３）

府中市の要支援・要介護認定者に対しケアプランの給付管理件数は、「総件数」は平均67.51件で、内訳を見ると「要介護２（平均18.17件）」が最も多く、「要介護１（平均15.85件）」、「要介護３（平均11.68件）」が続いている（図表５－２－１）。
図表５－２－１　ケアプランの給付管理件数（全体）
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②　市内で活動しているケアマネジャーの人数（問４）　

市内で活動しているケアマネジャーの人数は、平均3.02人である。その内主任は0.05人である。
③　ケアマネジャーの在籍年数・離職状況（問４－１）　　

ケアマネジャーの在籍年数は、平均3.66年(N:39)である。
昨年一年間のケアマネジャーの離職者は、平均0.78人(N：41)、離職率は平均18.0％(N:39)である。内訳を見ると、退職者は平均0.84人(N:19)で退職率は平均24.8％(N:11)である。転職者は平均0.79人(N:14)、転職率は平均12.8％（N:10）である（図表５－２－３）。
図表５－２－３　ケアマネジャーの離職状況（全体）
[image: image6.emf] (N=41) 平均 2.21人 平均 0.51人

　      うち　 専　　従 平均 1.39人 平均 0.25人

兼　　務 平均 1.02人 平均 0.33人

平均 0.52人 平均 0.06人

非常勤

介 護 支 援 専 門 員

事 務 管 理 者

常　勤


④　ケアプランの作成の仕方（問５）　　

ケアプランの作成の仕方は、「サービス担当者会議を開いて作成している（71.1％）」が最も多く、次は「ケアマネジャー（含む主任ケアマネジャー）だけで作成している(10.6％)」である（図表５－２－４）。
図表５－２－４　ケアマネジャーの作成の仕方（全体）
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⑤　ケアプラン作成にかかわる者（問６）

ケアプラン作成にかかわる者は、「ケアマネジャーとサービス担当者と利用者・家族（90.2％）」が最も多く、次が「ケアマネジャーと利用者・家族（4.9％）」である（図表５－２－５）。
図表５－２－５　ケアプラン作成にかかわる者（全体）
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⑥　居宅サービス事業を兼務している事業所における、作成したケアプランを自社のサービスで実施したケースの割合（居宅サービス事業を兼務している事業者のみ回答）（問７）

作成したケアプランを自社のサービスで実施したケースの割合は、平均は27.7％である。

（３）サービスの質の向上に向けた取組み　　
①　質の向上に対する取組みの内容（問８）

質の向上に対する取組みの内容は、「事業者連絡会への出席（100.0％）」が最も多く、「外部研修会への出席（87.8％）」、「介護情報の公表（70.7％）」が続いている（図表５－３－１）。
図表５－３－１　質の向上に対する取組み（全体：複数回答）
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②　第三者評価の実施予定（問９）

問８で「１．第三者評価の実施」と回答しなかった事業所に第三者評価の実施予定をたずねた。「実施の予定はない」が81.8％であり、「実施の予定はある」が12.1％となっている（図表５－３－２）。
図表５－３－２　第三者評価の実施予定（全体）
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③　第三者評価を実施しない理由（問９－１）

問９で「２．実施の予定はない」と回答した事業所にその理由をたずねた。「費用がかかりすぎるから（55.6％）」が最も多く、「メリットがわからないから（7.4％）」「サービスの改善に結びつくかわからないから（7.4％）」が続いている（図表５－３－３）。
図表５－３－３　第三者評価を実施しない理由（全体）
＜第三者評価の実施の予定はないと回答した事業所＞
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④　人材確保の取組み（問10）　　

人材確保の取組みは、現在では、「求人広告掲載（51.2％）」が最も多く、「研修会への参加支援（46.3％）」、「中途採用枠の拡大（39.0％）」、「資格取得の支援（31.7％）」が続いている。

今後の取組みでは、「求人広告掲載（51.2％）」が最も多く、2位が「資格取得の支援（39.0％）」、3位が「研修会への参加支援（36.6％）」であり、「中途採用枠の拡大（34.1％）」は4位である。（図表５－３－４）。
図表５－３－４　人材確保の取組み（全体：複数回答）
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⑤　研修について（問11）

事業所内の講習会・研修の実施は、「十分ではないが実施できている（61.0％）」が最も多く、「十分実施できている（17.1％）」、「ほとんど実施できていない（14.6％）」が続いている。
外部の研修や事例検討、勉強会への参加支援は、「支援している（56.1％）」が最も多く、「十分でないが支援している（36.6％）」と続いている。（図表５－３－５）。
図表５－３－５　研修について（全体）
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　＜今後＞
（４）ケアマネジメント

①　困難だったケアプラン作成の状況（問12）

事業所だけでは作成が困難だったケアプランは、「対応できないケースが少しある（50人のうち2～4人程度）（46.3％）」が最も多く、「対応できないケースが若干ある（50人のうち1人程度）（31.7％）」が続いている。　　　

事業所の種類別でみると、在宅介護支援センターの場合は、「対応できないケースが少しある（33.3％）」、「対応できないケースが若干ある（33.3％）」が同率で多く、「対応できないケースが多い（11.1%）」がその他の居宅介護支援施設の４倍近くある。（図表５－４－１）。
図表５－４－１　困難だったケアプラン作成の状況（全体）
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＜在宅介護支援センター、それ以外の予防・居宅介護支援事業者＞
②　困難だったケアプランの内容：複数回答（問13）　　

困難だったケアプランの内容は、「ケプランの内容について本人と家族からの理解が得られないケース（43.9％）」が最も多く、「ひとり暮らしでキーパーソンがいないケース（39.0％）」、「認知症高齢者のケース（26.8％）」、「経済や住宅に困窮する生活面での支援が必要なケース（22.0％）」が続いている。
事業所の種類別でみると、在宅介護支援センターでは「ひとり暮らしでキーパーソンがいないケース（55.6％）」「経済や住宅に困窮する生活面での支援が必要なケース（55.6％）」が最も多く、その他の居宅介護支援施設では「内容について本人と家族からの理解が得られない（46.9%）」が最も多い。（図表５－４－２）。
図表５－４－２　困難だったケアプランの内容（全体：複数回答）
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＜在宅介護支援センター、それ以外の予防・居宅介護支援事業者＞
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③　困難だったケースの相談先：複数回答（問14）

困難だったケースの相談先は、「在宅介護支援センターに相談した（70.7％）」が最も多く、「地域包括支援センターに相談した（53.7％）」、「事業所内に相談した（48.8％）」、「高齢者支援課に相談した（48.8％）」が続いている。
事業所の種類別でみると、在宅介護支援センターでは「在宅介護支援センター（88.9％）」が最も多く「地域包括支援センター（55.6％）」「事業所内で相談（55.6％）」が続いている。その他の居宅介護支援施設では「在宅介護支援センター（65.6％）」が最も多く、「地域包括支援センター（53.1％）」「高齢者支援課に相談した（50.0%）」と続いている。（図表５－４－３）。
図表５－４－３　困難だったケースの相談先（全体：複数回答）
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＜在宅介護支援センター、それ以外の予防・居宅介護支援事業者＞
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（５）今後の事業運営

①　昨年度の採算（問16）　　

昨年度の採算は、「赤字（61.0％）」が最も多く、「損益なし（22.0％）」が続いている。（図表５－５－１）。
図表５－５－１　昨年度の採算（全体）
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②　介護報酬変更後の運営への影響（問17）　　

介護報酬変更後の運営への影響は、「影響はあった」が80.5％、「影響はない」が9.8％となっている。（図表５－５－２）。
図表５－５－２　介護報酬変更後の運営への影響（全体）
[image: image22.emf]無回答

影響はない

影響はあった

その他

 

(%)

 

9.8

 

80.5

 

9.8

 

0.0

全　体（N=41)


③　今後３年間の事業規模（問18）　　

今後３年間の事業規模は、「現状維持（41.5％）」が最も多く、「検討中・わからない（34.1％）」、「拡大予定（24.4％）」が続いている。（図表５－５－３）。
図表５－５－３　今後３年間の事業規模（全体）
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④　介護予防プラン作成事業への参入意向（問19）　　

介護予防プラン作成事業への参入意向は、「ある（41.5％）」が最も多く、「ない（22.0％）」、「検討中（14.6％）」が続いている。（図表５－５－４）。
図表５－５－４　介護予防プラン作成事業への参入意向（全体）
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⑤　事業所として力を入れていること、入れたいこと（問20）　　

　　　

事業所として力を入れていること、入れたいことは、「他事業所との連携（26.8％）」が最も多く、「相談（24.4％）、「医療との連携（主治医等）（14.6％）」が続いている。（図表５－５－５）。
図表５－５－５　事業所として力を入れていること、入れたいこと（全体）
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権利擁護への対応

（成年後見制度）


（６）市への要望
①　市に対して事業者として望むこと（問21）　　

市に対して事業者として望むことは、「介護保険に関する情報提供、研修の実施（65.9％）」が最も多く、「制度運営における保険者判断部分の周知（51.2%）」、「利用者への適切なサービス利用の啓発（48.8％）」、「市と事業者間の情報交換や連絡調整を行う連絡会の開催（39.0％）」が続いている。（図表５－６－１）。
図表５－６－１　市に対して事業者として望むこと（全体：複数回答（３つまで））
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②　介護保険制度全体をよりよくするために市が力を入れるべきこと（問22）

介護保険制度全体をよりよくするために市が力を入れるべきことは、「介護保険サービス利用の制限をカバーする保健福祉サービスを充実すること（48.8％）」が最も多く、「地域全体で介護を支援するしくみづくりを行うこと（31.7％）」、「介護保険を効率的に運営するしくみづくりを行うこと（29.3％）」、「ケアマネジャーやホームヘルパーなどの人材を育成すること（24.4％）」「市内に特別養護老人ホームなどの介護施設を増やすこと（24.4％）が続いている。（図表５－６－２）。
図表５－６－２　介護保険制度全体をよりよくするために市が力を入れるべきこと
（全体：複数回答（３つまで））
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③　介護保険に関する要望（問23）

　介護保険に関する要望について、意見・要望を自由記述形式でたずねたところ、全体で○○○件の回答があった。以下、主なものを掲載する。
○○○○○○○○○：○○件
· ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○。
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